
提出様式　別紙１（自己評価シートの集計結果）

第９期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価結果（胆振総合振興局）

保険者名 区分 現状と課題
第９期における具体

的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

安平町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○「介護・医療マップ」を介護保
険パンフレットや町ホームページ
へ掲載し、相談窓口等の地域住民
への情報提供を行っていますが、
まだまだ認知度が低い状況です。
多職種が参加する地域ケア会議に
ついて、会議のあり方や対応等の
進化を図る必要があります。
○保健と介護の一体化について
は、今後は支援に繋がるよう情報
収集・共有が必要です。通いの場
などでの活動により、状況把握を
行う必要があります。
○多様な生活支援ニーズに対応す
るためには、多様な担い手による
各種サービスの提供が不可欠であ
りNPO法人やボランティアの育
成、地域組織等の活動支援が重要
です。
○生活支援コーディネーター・地
域住民・多職種との連携を強化
し、地域において適切なケアマネ
ジメントが行われる環境整備が必
要です。

○在宅医療・介護連
携の推進
○高齢者の保健事業
と介護予防の一体的
な実施
○生活支援・介護予
防サービスの基盤整
備の推進
○地域ケア会議の推
進

○地域の医療・介護の関係機関、多職種間の
連携強化・情報共有・体制強化。
介護・医療マップ、パンフレット、町ホームペー
ジによる地域住民に対する情報提供。
老人クラブや自治会、町内会等へ出向いての
講演等の実施。
在宅医療・介護連携に関する相談窓口を周
知、相談業務等の利用拡大。
○保健部門との連携強化。
○地域に不足するサービスの創出、支援の担
い手養成と活動の場の確保。
活動者間の情報共有やサービス提供者との連
携体制整備。
○多様な機能をもつ地域ケア会議の確立。生
活支援コーディネーターとの連携によるさらな
る個別支援の充実。

〇相談窓口相談数、情報共有シート使用状況、
地域住民への講演会実施数　
来所相談数：161件、共有シートを活用し町内外
の医療機関や介護事業所と情報共有、地域住民
への講演会：1回、令和７年度は医療・介護連携
研修会を５月に1回開催。
〇生活支援コーディネーターの配置、運営状況
社会福祉協議会に業務委託し、生活支援コー
ディネーターを2名配置。
〇地域ケア会議開催回数、参加人数、会議内
容、多職種の参加人数
【個別会議開催実績】６回延91人参加【推進会議
(研修実績)】 ３回51人参加
推進会議研修内容「難聴」「独居で調理ができな
い高齢者」「感染症罹患時の病院受診で家族支
援が望めない高齢者」
職種：社協、生活支援コーディネーター、病院、成
年後見支援センター、民生委員、福祉協力員、子
ども園、NPO法人、行政（健康福祉課、住民サー
ビス課、政策推進課）、教育委員会、ケアマネ、在
宅介護支援センターなど

◎

在宅医療・介護連携の推進：多職種連携の強化として顔の見える関係性の構
築が重要であり、連携継続のために推進会議の実施や介護事業所に対する
研修会の開催を実施していく。また、相談窓口の認知度が低いことが課題と
なっているため、地域住民への医療・介護情報の提供や相談窓口の周知とし
て医療講演会を検討する。今後の高齢化率上昇に対応するためオンライン受
診の検討なども進めていく。
生活支援体制整備事業：地域資源の把握はあまりできていない。そのため町
内地図マップを用意し訪問して把握していく。委託先の社会福祉協議会のみ
で動くのではなく行政も一緒に伴走し事業構築を図っていくことが必要。総合
事業のみに頼らない多様なサービスを提供できるようにしていくことが必要。
地域ケア会議の推進：地域に共通する課題から有効な支援策を明確にしても
課題解決に向けた仕組みの構築に至っていない。今ある資源を有効につな
げていくなど、生活支援体制整備事業と連携して仕組みの構築を進める必要
がある。

安平町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○介護人材の高齢化・人材の減少
が加速する中において、事業所と
連携して介護職
員の安定確保につながる制度等の
検討が必要です。
○町内の事業所に従事する介護職
員の知識・技術の向上につながる
研修や交流会の
開催等の検討が必要です。

○人材確保事業の各
種取組みの実施
○事業所職員対象の
高齢者虐待防止研修
等の実施

○奨学金制度、介護の仕事応援事業等の継
続、新たな人材確保事業の実施に向けた制度
内容の整理、各介護事業所の介護職の充足。
○医療・介護職員向けの研修会等の実施。

〇奨学金制度利用人数０名、介護職員人材確保
等補助件数０件、介護の仕事応援事業登録及び
就業人数：登録５名／就業０名、外国人介護職採
用経費補助件数０件、地域おこし協力隊人数１
人、介護職員初任者研修実施回数１回、介護支
援専門員処遇改善補助件数２件
〇事業所職員対象の高齢者虐待防止研修等実
施回数１回

○

人材確保事業の各種取組み：依然として介護人材は不足しており、既存事業
については引続き推進していく。今年度、業者委託により介護職員初任者研
修を開催したが、最低開催人員に達しなかったため、今後は研修修了者に対
して助成する方式に変更する。また、居宅介護支援専門員の確保・定着を目
的に居宅介護支援専門員を採用している事業者に対して助成をおこなってい
く。
事業所職員対象の高齢者虐待防止研修等の実施：町内の事業所に従事する
介護職員の知識・技術の向上のため、研修内容の充実や交流会の開催等の
検討が必要。

安平町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

〇総合事業のサービス利用者は増
加していますが、ニーズに合致す
る新たなサービスの検討が急務と
なっています。一般介護予防教室
は、出張教室の開催等により参加
者の増につながっており、日常生
活における運動の実践から、生活
範囲の拡大に効果をもたらしてい
ますが、参加者の平均年齢は80歳
以上となっており、より若い年代
から健康への意識の向上、運動や
交流の機会として積極的な取組み
が必要です。
○近年の高齢者を取り巻く環境
は、身寄りがない・家族と疎遠に
なっているなど、地域包括支援セ
ンターだけでは支援が困難な状況
となっており、全国的にも業務負
担が大きくなっている傾向にあり
ます。

〇介護予防・日常生
活支援総合事業
〇地域包括支援セン
ターの運営

○総合事業の新規サービスの検討、ニーズに
応じた介護予防教室の検討、健康教育の継
続、保健・教育分野との連携強化による健康寿
命の延伸
〇成年後見制度の活用促進のための後見人
候補者の新規登録及び確保。
〇高齢者虐待早期発見・未然防止、虐待を受
けた高齢者や擁護者への支援、再発防止、事
業所での研修実施。
〇地域包括支援センターの業務軽減の検討、
相談しやすい体制の構築
〇介護している家族の負担軽減につながる
サービス利用や相談支援
〇介護保険事業へのリハビリテーション専門職
の関与の推進

〇一般介護予防事業の実施回数
・足腰しゃんしゃん教室　参加人数　計36回1,324
人
・パワトレ事業　参加人数　計53回776人
・シルバーリハビリ指導士養成講習会　参加人数　
計６回（30時間）24人
〇健康教育の実施回数、参加人数　計32回、健
康教育556人、健康相談520人
○高齢者実態調査回収数、回収率　回収数7件、
回収率87.5％
○市民後見人受講者数7人、後見人候補者の新
規登録者数4人
〇在宅高齢者等生活支援事業利用者数、利用
内容　①介護用品支給事業8名②介護手当支給
事業9名③福祉用具購入費助成事業1名④寝具
洗濯乾燥消毒サービス事業0名
〇地域リハビリテーション実施回数・参加人数　
・サロン等での出張支援　0回
・短期集中Cモデル事業　計10回2人

◎

一般介護予防事業：足腰しゃんしゃん教室のみでは、参加者が固定化されて
いることもあったため、今年度より新たな層や、より若い年代が介護予防の観
点を主とした健康管理や身体作りに関心を示し参加することができるように、
スポーツセンターのトレーニングルームを活用した新事業：パワトレ事業を開
始している。多くの方が参加され、参加維持率も高い状況であるが一方で、会
場・講師のキャパシティに限界が見られR8年1月より2部制に切り替えている
が根本の課題解決には至っていない。グループ内での話し合いの結果、パワ
トレ事業は「行政の行う動機づけ支援」としていき事業を進めていくこととなり、
令和8年度は令和9年度の事業改変に向けた準備期間としていくことになる。
シルバーリハビリ指導士養成講習会については、自助・公助・共助を目指して
いけるような事業も必要と話し合い、こちらも新規事業として令和7年度より開
始している。結果として、参加者の意識醸成を図ることができ、全参加者24名
が指導士養成講習会を終了している。その後、それぞれが地域のサロン等で
活動され、今後更なる会の発展のために指導士会の設立に関する声が多く
聞かれ、現在、指導士会設立に向けて動いている。
健康教育：介護予防やフレイル予防の地域に沿った内容に加え、健康推進グ
ループとの連携により、健診データを活用し、早期発見や重症化予防の内容
も組み込んで実施する。
高齢者実態調査：在宅介護支援センターとの連携強化、継続してニーズの把
握に努める。
在宅高齢者等生活支援事業：類似事業の実施状況を調査し、介護している家
族の負担軽減に繋がる新規事業の検討が必要。
地域リハビリテーション活動支援事業：専門職の協力のもと各サロン等での
介護予防の取組みを推進している。事業を見直していく中で、令和7年度はシ
ルバーリハビリ指導士養成講習会、短期集中Cモデル事業を実施しており、
令和8年度については、それらの導入・フォローアップ等での事業実施を検討
している。

第９期介護保険事業計画に記載の内容 R７年度（年度末実績）

1



提出様式　別紙１（自己評価シートの集計結果）

保険者名 区分 現状と課題
第９期における具体

的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

第９期介護保険事業計画に記載の内容 R７年度（年度末実績）

安平町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○企業や団体、町内の各学校など
で認知症サポーター養成講座を実
施し、約844名のサポーターを養
成し、サポーターの会の活動や養
成講座受講者に対し行政ポイント
を付与しています。
○認知症の前段階や早期の段階か
らの相談先の知名度の低さが課題
となっています。
○地域包括支援センターの認知症
地域支援推進員が中心となり、認
知症サポーターの会が主体となっ
て、認知症カフェが定期開催され
ています。
○SOSネットワークについては、
新規協力員の登録が停滞している
ため、新たな伝達方法の検討・導
入が必要です。

〇認知症への理解を
深めるための普及・
啓発
〇認知症の予防の推
進
○医療・ケア・介護
サービス・介護者へ
の支援
○認知症バリアフ
リーの推進・若年性
認知症の人への支
援・社会参加支援

○新規認知症サポーターの養成、フォローアッ
プ研修・オレンジカフェ参加者の増加、チーム
オレンジの設立。
○認知症ケアパスの普及・見直し、保健部門と
連携した学習会や訪問
○関係機関と連携し認知症が疑われる人や認
知症の人及びその家族の相談支援や支援体
制の構築。
○SOSネットワークの協力員の増員や協力機
関との連携、支援体制の強化。若年性認知症
者の支援、サポート体制整備の構築

〇認知症サポーター養成講座受講者数162名累
計1145名、フォローアップ研修2回、ステップアッ
プ研修1回、認知症サポーター養成講座等の研
修会の実施回数9回、認知症初期集中支援チー
ム員会議回数　実施なし
〇高齢者の事前登録者数16名、情報配信回数1
回（テスト配信）

○

認知症施策：第９期計画と一体的に策定した認知症施策基本計画に基づき
施策を展開していく。広報等で認知症の正しい知識の普及啓発、認知症サ
ポーターやチームオレンジの地域での活動を促進するため、安平町認知症サ
ポーターの会と連携し、認知症カフェの魅力向上や参加促進をはかると共
に、キッズサポーター養成講座や認知症月間の啓蒙、R7から実施のオレンジ
フラワープロジェクトなどサポーターの活躍の場を広げる。必要と思われる
ケースを精査し、支援対象者の認知症初期集中支援チームによる支援を行
う。地域の見守りネットワークの構築としてSOSネットワーク事前登録の推進
を行い、SNSを活用した運用をしていく。

安平町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○介護事業所運営指導における事
前の自己点検表に感染症・防災対
策に関する項目を追加し、事業所
の点検状況、マニュアル、避難訓
練実施状況、BCP策定状況を確認
しています。

○災害や感染症対策
に係る体制整備

○施設の立地が災害区域内とされている施設
においては、運営指導時に限らず自己点検の
実施などの指導を継続していきます。国や北海
道と連携し感染症等発生時に必要な物資の備
蓄・調達・輸送体制の整備に取り組みます。

○介護事業所運営指導実施状況　１事業所、衛
生管理等の点検項目について指導。
○介護保険関連施設３か所１法人で土砂災害・
防災訓練研修を実施。介護保険施設１か所でＢ
ＣＰ訓練(災害、情報伝達訓練)
〇町内事業所職員向け感染対策研修会を実施

○

〇事業所の感染症・防災対策の状況：町内の各事業所では、非常災害対策
計画や業務継続計画(BCP)、感染症対策マニュアル等の策定はできている
が、計画等の定期的な見直しや介護従事者への研修の充実や地域と連携し
た避難訓練の実施などの課題はあり、引き続き町防災部門との連携や、介護
事業所への支援が必要である。

安平町 ②給付適正化

○認定調査表点検における訂正必
要箇所は減少傾向にありますが、
継続が必要です。
○ケアプランの点検は、点検を受
ける介護支援専門員の負担となっ
ている状況から、電子・オンライ
ンなどへの転換の検討が必要で
す。住宅改修に関して福祉住環境
コーディネーターの資格を持つ職
員による改修内容を確認し、必要
に応じて書類審査時に改修内容に
関する助言や指導を実施していま
す。福祉用具貸与においては、軽
度者の利用分だけでなく、給付実
績を活用した点検の検討を行う必
要があります。
○事業者への照会・確認から過誤
申立書の作成・過誤処理までを国
保連に委託し実施しています。
○適正化システムを導入し、疑義
がある場合はケアプラン点検で事
業所に確認を行っています。

○要介護認定の適正
化
○ケアプランの点検・
住宅改修・福祉用具
購入・貸与調査
○医療情報との突
合・縦覧点検
○給付実績の活用

○認定調査票の全件点検の継続。認定調査の
平準化に向けた取組
○ケアプラン点検の実施件数の増加、適正化
システムを利用した点検の実施。住宅改修・福
祉用具は必要に応じて書面上の点検に加えて
訪問調査を実施。適切な制度利用に向け、介
護支援専門員等関係職種に制度内容の周知。
○国保連への委託による実施継続、国保連等
が主催する研修への参加
○適正化システムを利用し内容によっては事
業所の指導まで行えるような体制の構築

〇認定調査員研修実施回数１回2人、審査委員
研修実施回数1回、参加人数6人
〇ケアプラン点検の件数　152件新規ケアプラン
及び適正化システムによる抽出したケースにつ
いて実施。
〇住宅改修・福祉用具購入点検：住宅改修申請
前後における専門職による点検28件、福祉用具
購入申請時における申請内容点検39件　福祉住
環境コーディネーター資格を持つ職員による内容
確認を実施。福祉用具購入時は、受給者の状態
にあった福祉用具を提案しているかを介護支援
専門員に必要時確認。
〇国保連等が主催する研修への参加人数2名

◎

〇要介護認定の適正化：適正な介護認定となるよう取り組みを継続。
〇ケアプランの点検：給付の適正化、介護支援専門員の資質向上に向けて
継続。
〇住宅改修、福祉用具購入の点検：適正に制度を利用することができるよう、
介護支援専門員等関係各所からの随時相談に対応し全件実施を継続してい
く。
〇医療情報との突合・縦覧点検：給付事業にかかる理解を深めるため研修等
へ参加。
〇給付実績の活用：給付実績の分析・抽出・点検のみとせず、事業所の指導
まで行えるような体制整備。介護給付費通知は、高齢者の不安や混乱を招く
要因となることが懸念されることや適正化主要事業から除外されたことから、
実施しない方向。
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